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無期転換ルールの特例の申請はもうお済ですか？
今回の通信では､無期転換ルールの特例に関する内容 (主に継続雇用の高齢者の特例 ) をピックアップします｡そもそも無期
転換ルールとは､同一の企業との間で有期労働契約が５年を超えて更新しており､有期契約労働者（契約社員､パートタ
イマー､アルバイトなど )からの申込みがあった場合には､期間の定めのない労働契約 (無期労働契約 )に転換しなく
てはならないルールのことです。

平成 30年 4月以降に多くの有期契約労働者等に無期労働契約へ転換する申込権の発生が見込まれるため、現在、
特例に係る申請が大幅に増加しており、東京では 2 月以降の申請では認定が 4 月以降になりそうです。

※申請をしても、認定を受けるまでは特例は有効にはなりません。

有期雇用特別措置法により、定年後に引
き続き雇用される有期契約労働者等につ
いては、都道府県労働局長の認定を受け
ることで、無期労働契約へ転換する申込
権が発生しないとするものです。

●以下のいずれかの雇用管理措置が必要です。
　①高年齢者雇用安定法第 11条の規定による
　　高年齢者雇用推進者の選任
　②職業能力の開発及び向上のための教育訓練の実施等
　③作業施設、作業方法の改善
　④健康管理、安全衛生の配慮
　⑤職域の拡大
　⑥知識、経験等を活用できる配置、処遇の推進
　⑦賃金体系の見直し
　⑧勤務時間制度の弾力化
①～⑧の中で選んだ項目それぞれの事実が確認出来る
添付資料が必要です｡
◆添付書類例 :①の場合､毎年公共職業安定所に提出し
ている｢高年齢者雇用状況報告書｣や「選任書 ( 辞令 )｣を

添付します。また②～⑧については高齢者に特別に対
処した確認資料が必要で､作成時間も掛かるため、①で
の申請をオススメします︕

●以下のいずれかの高年齢者雇用確保措置が必要です。
　①65歳以上への定年の引き上げ
　②継続雇用制度の導入
　　②－１希望者全員を対象
　　②－２経過措置に基づく労使協定により継続
　　　　　雇用の対象者を限定する基準を利用
①、②－１、②－２の中で講じている高年齢者雇用確保
措置が確認できる書類が必要です。
◆添付書類例 :｢就業規則｣､｢継続雇用規定」､「高年齢者
雇用状況報告書」､高年齢者雇用確保措置制度を社内周
知している書類等

無期転換ルールの特例とは

第二種計画認定・変更申請届の作成ポイント

特例の適用を受けるための手続きの流れ

①「第二種計画認定･変更申請届｣を作成

②都道府県労働局へ提出（労基署でも可）

③提出をした労働局又は労基署から処分結果､交付日の
　調整の連絡

④交付日に提出先へ行き､下記 3 点の交付を受ける
　●認定通知書　●申請書の写し　●添付書類の写し

★
メルマガ購読者様限定の手続き代行割引サービスあり !!

★ ★今回のヒューマン ・ プライム通信をご覧になってくださった企業様限定で 「第二種計画認定 ・変更申請届」 の手続き
代行を､通常 7万円のところ 5万円に割引させていただきます。 詳しくは 03-5695-7700 までお問い合わせください。


